
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

210,000 210,000 210,000 630,000 210,000 210,000 630,000 210,000 210,000 210,000 210,000 840,000 2,100,000

210,000 210,000 210,000 630,000 210,000 420,000 0 1,050,000

210,000 210,000 210,000 630,000 210,000 0 840,000

210,000 210,000 210,000 630,000 210,000 210,000 630,000 210,000 210,000 210,000 210,000 840,000 2,100,000

210,000 210,000 210,000 630,000 210,000 0 420,000 0 0 0 0 0 1,050,000

210,000 210,000 210,000 630,000 0 0 210,000 0 0 0 0 0 840,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

婦人防火クラブ
　90,000円
少年消防クラブ
　120,000円

実　績　額 210,000

事業費予算の
内容

婦人防火クラブ
　90,000円
少年消防クラブ
　120,000円

婦人防火クラブ
　90,000円
少年消防クラブ
　120,000円

婦人防火クラブ
　90,000円
少年消防クラブ
　120,000円

婦人防火クラブ
　90,000円
少年消防クラブ
　120,000円

事 業 費 合 計 計　画　額 210,000

予算計上額 210,000

予算計上額 210,000

実　績　額 210,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 210,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

　児童の時から火災に対する知識、啓発の必要性を図り、婦人に対しても家庭内における防火意識の向上と地域住民への啓発を図り火災の減少に努めるため、平成元年に婦人防火クラブ、平成9年に少年消防クラブが設立された。これまで各
団体の活動に対し補助金を交付してきたが、行政改革により平成12年度にこれまでの12万円から10万円に減額、平成17年度には10万円から9万円にそれぞれ減額している。また、少年消防クラブについては会員の増により平成24年度に12万円
に増額した経過がある。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

火災の予防と防火意識の高揚を図る。
少年消防クラブ及び婦人防火クラブが実施する火災予防に関する研修と啓発活動、社会奉仕の為のボランティア活動、
親睦の為のレクレーションなどに対して補助金を交付する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市少年消防クラブ（市内に居住する小学校４年生から６年生までの児童）及び砂川市婦人防火クラブ(市内に在住す
る成人女性）。

各クラブ員とその家庭、広報活動を通して市民の防火思想の普及、高揚を図ることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 防火活動団体支援事業 平成23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－1 予防課広報係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 15 15 15 15 15 15 15 15 15

実績値 10 9 11

計画値 55 60 65 75 80 85 90 95 100

実績値 51 44 57

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

総合評価 普通である

自己分析：
会員が集まって
実施する事業を
屋外に変更して
開催する等、新
型コロナウイル
ス感染対策に傾
注し、成果指標
の計画値に近づ
きつつある現状
である。しかし
ながら変更の利
かない室内での
事業は未だ実施
が出来ていない
状況である。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染対策を
実施しながら事
業を実施し、事
業を屋外にて開
催するなど工夫
をしているが、
冬季に開催する
行事もあり、出
席率が天候に左
右される場合が
ある。適正な開
催時期を検討す
る等、成果指標
の計画値に近づ
けることが必要
がある。

自己分析：
新型コロナウイ
ルスが５類に移
行したが消防体
制維持のため感
染対策は維持し
ていく方針であ
り実施が困難な
イベントがある
のも現状である
が、感染拡大防
止措置を始めた
頃から比較する
と参加人員は増
加傾向にある。
今後も社会の動
向を意識し、模
索しながら成果
指標の向上を目
指す必要があ
る。

判断理由：
新型コロナウイ
ルスの感染拡大
及び感染防止の
ため火災予防運
動、防火団体に
よる啓発活動、
研修等が満足に
実施出来ない
中、感染対策を
実施しながら屋
外等での研修を
実施する等工夫
をしているが、
各行事への参加
者が横ばいの現
状である。新型
コロナウイルス
の感染法上の位
置づけが５類に
移行したことか
ら行事への参加
を積極的に促
し、火災予防啓
発を実施するこ
とが必要であ
る。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の5
類移行後も感染
拡大防止及び消
防内の出動体制
維持に努めつ
つ、少しずつ啓
発活動や研修の
実施数を増やし
ている。両指標
ともに改善傾向
ではあるが、特
に出席率の計画
値との乖離が大
きいため事業内
容や開催時期の
検証を都度行
い、成果指標の
向上を目指す必
要がある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
社会活動が少しずつではあるが活発になる中、防火団体としても感
染対策を実施しながら各種行事を回復させ、より多くの会員の参加
を促し、各種団体との協力体制を構築し積極的な火災予防啓発の展
開、会員相互の交流を実施していきたい。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

15

14

成果指標１
（単位/％）

70

66

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：平均出席率 指標の求め方：出席者数÷会員数×100

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：年間活動数 指標の求め方：防火活動団体の年間活動回数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

162,000 162,000 162,000 486,000 242,000 242,000 726,000 242,000 242,000 242,000 242,000 968,000 2,180,000

160,000 187,000 187,000 534,000 242,000 484,000 0 1,018,000

74,000 71,000 37,000 182,000 66,000 0 248,000

162,000 162,000 162,000 486,000 242,000 242,000 726,000 242,000 242,000 242,000 242,000 968,000 2,180,000

160,000 187,000 187,000 534,000 242,000 0 484,000 0 0 0 0 0 1,018,000

74,000 71,000 37,000 182,000 0 0 66,000 0 0 0 0 0 248,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染症の拡
大により「市民
防火のつどい」
中止による減

新型コロナウイ
ルス感染症の拡
大により「市民
防火のつどい」
中止による減

新型コロナウイ
ルス感染症の拡
大により「市民
防火のつどい」
中止による減

感染症拡大防止
及び消防内の出
動体制維持ため
「市民防火のつ
どい」中止によ
る減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 「市民防火のつ
どい」送迎用バ
ス借上料　台数
増及び単価増の
ため

前年度同額 消耗品費・原材
料費の増

前年度同額

消耗品　89,000
報償費　30,000
食糧費　66,000
車借上料
44,000
原材料　13,000

実　績　額 66,000

事業費予算の
内容

消耗品　47,000
報償費　30,000
食糧費　66,000
車借上料
17,000

消耗品　47,000
報償費　30,000
食糧費　66,000
車借上料
44,000

消耗品　47,000
報償費　30,000
食糧費　66,000
車借上料
44,000

消耗品　89,000
報償費　30,000
食糧費　66,000
車借上料
44,000
原材料　13,000

事 業 費 合 計 計　画　額 242,000

予算計上額 242,000

予算計上額 242,000

実　績　額 66,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 242,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

　本事業開始以降は消防法に基づく事業所の避難訓練の指導等行ってきたが、火災予防啓発の一環として、昭和45年に町内会単位による防火協力会の設立（平成30年に防火防災協力会に名称変更）と「市民防火のつどい」が初開催される。現
在、防火団体数は増加し、防火防災協力会、砂川地区防火安全協議会、防火団体連絡協議会等が協力しながら活動を行っており、防火のつどいについては令和元年度で49回の開催を数え（令和2年～4年は新型コロナウイルスの影響で中止して
いる）、市民、児童等の防火の啓発行事として定着している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

火災の予防と防火意識の高揚を図る。 広報用資器材を使用した展示や啓発活動、事業所への避難訓練等の指導、火災予防に関する研修会や広報活動を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

一般市民、防火団体、市内事業所など
市民の防火防災活動に対する理解が深まるとともに、防火意識が高まり火災発生の抑制及び災害発生時の対応力向上が
図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 火災予防推進事業 平成23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－1 予防課広報係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 20 20 20 20 20 20 20 20 20

実績値 3 3 3

計画値 10 5 4 2 1 0 0 0 0

実績値 4 8 5

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

総合評価 普通である

自己分析：
「市民防火のつ
どい」は継続的
に実施してきた
ことにより市民
に定着した行事
となっており、
各防火協力団
体、各事業所等
に積極的に参加
して頂くことで
市民の防火防災
意識の向上に繋
がっている。令
和2年度～令和4
年度は新型コロ
ナウイルス感染
症拡大防止のた
め中止とした
が、今後も継続
して事業を実施
し、市民の防火
防災意識の向上
に努めていくこ
とが重要であ
る。

自己分析：
「市民防火のつ
どい」は継続的
に実施してきた
ことにより市民
に定着した行事
となっており、
各防火協力団
体、各事業所等
に積極的に参加
してもらい、市
民の防火防災意
識の向上につな
がっている。令
和２年度～令和
５年度は新型コ
ロナウイルス感
染拡大防止及び
５類移行後も２
類相当時の感染
対策を継続して
いることから中
止となったが、
今後も継続して
事業を実施して
市民の防火・防
災意識の向上に
努めていくこと
が需要である。

自己分析：
「市民防火のつど
い」は各防火協力
団体、各事業所等
にも積極的に参加
してもらうことに
より防火防災意識
の向上を促進させ
てきたが、新型コ
ロナウイルスの感
染拡大防止のため
中止となり、また
令和５年度からは
５類に移行したが
消防体制維持のた
め感染対策は維持
していく方針であ
り、複数の小規模
な代替行事を取り
入れて防火意識の
向上に努めてい
る。火災件数は昨
年よりも減少傾向
にあるが計画値を
超過しているた
め、より一層住民
の防火意識の向上
に努めなければな
らない。

判断理由：
令和２年度～令
和５年度は新型
コロナウイルス
感染症拡大防止
及び５類移行後
も２類相当時の
感染対策を継続
していることか
ら中止となった
が、令和４年度
より他機関主催
のイベントに参
加協力し、少し
でも市民への啓
発が出来るよう
に努めている。
今後も各種団体
の行事に積極的
に協力する体制
づくりが必要と
考える。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の５
類移行後も、感
染拡大防止及び
消防体制維持の
観点より市民防
火のつどいは中
止となったが、
市や関係団体が
主催する各イベ
ントにて同様の
広報活動を実施
することで、市
民の防火・防災
意識の向上に努
めた。今後さら
なる普及啓発に
向け、活動の方
向性や効果につ
いて検討を重ね
ていく必要があ
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
市主催のイベント、各種団体が開催するイベント等にも積極的に参
加する等、協力体制を強化し連携を深めることで協力関係が構築さ
れ、併せて市民への火災予防啓発に寄与するよう努めていくことが
重要である。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

20

16

成果指標１
（単位/件）

3

2

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：火災発生件数 指標の求め方：火災発生件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：火災予防広報活動数 指標の求め方：広報活動件数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実　績　額 0

事業費予算の
内容

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

　消防法が昭和26年に公布され、翌25年に砂川町火災予防条例が制定された。
火災発生危険防止及び火災発生時の被害抑制のため、消防法令遵守の理念のもと、各事業所等の防火査察を効率的に実施している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

火災の予防と防火意識の高揚を図る。 各事業所、学校等への立入検査を実施し、消防法令違反があれば指導し改善を求める。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内事業所、学校等。 消防法令に適合した事業所や公共施設等が増える事で、火災を未然に防ぎ、また火災発生時の被害抑制に繋がる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 事業所立入検査及び防火安全指導事業 平成23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－1 予防課予防係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 35 35 35 35 35 35 35 35 35

実績値 4 88 105

計画値 70 72 74 78 80 82 84 86 88

実績値 20 70 73

達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止から、違反
が継続している
事業所に数を絞
り立入検査を実
施した。活動、
成果指標共に計
画値を下回る実
績値となるた
め、補完として
火災被害の大き
い事業所に防火
啓発文書を発送
したが、直接指
導と比較し効果
を実感し難い部
分があるため、
感染防止に留意
し立入検査実施
数を増やして参
りたい。

自己分析：
火災発生時に被
害の大きい延面
積300㎡以上の
特定防火対象物
を対象に立入検
査を実施した。
（新型コロナウ
イルス感染拡大
防止から、病院
及び高齢者福祉
施設等を除く）
成果指標の実績
値も計画値の近
似値となり、昨
年度と比較し直
接指導による効
果を実感した。
今後も実績値向
上を目指し取り
組んで参りた
い。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止から、病院及
び高齢者福祉施
設等への立入検
査は実施せず、
火気使用機会の
多い飲食店及び
店舗を中心に立
入検査を実施し
た。活動指標、
成果指標共に前
年度を上回る実
績値となり、繰
り返しての直接
指導による違反
改善率の高さを
実感、引き続き
実績値向上を目
指し取り組んで
参りたい。

判断理由：
令和３年度と比
較し、令和４年
度は活動指標及
び成果指標共に
大きく上昇して
いるため。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
火災発生時に被
害が大きい不特
定多数の人員が
出入りする集会
施設、医療機関
及び飲食店、避
難困難な高齢者
福祉施設を中心
に立入検査を実
施した。
成果指標の実績
値も計画値の近
似値となり、昨
年度の立入検査
結果と比較し直
接指標による効
果を実感した。
今後も実績値向
上を目指し取り
組んで参りた
い。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
新型コロナウイルス感染拡大防止から、近年は立入検査を制限して
文書による指導を主としていたが、文書による指導のみでは効果を
得難い部分があり、令和４年度は火災時に被害が大きくなる防火対
象物に的を絞り立入検査を実施した。
立入検査による直接指導は、火災被害、火災予防及び違反改善の重
要性を効果的に伝えることができ、成果指標の実績値向上に繋がっ
たことから、今後の方向性についても現状のまま継続とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

35

94

成果指標１
（単位/％）

76

77

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：不備があり指導した防火対象物数 指標の求め方：（防火対象物数－不備があり指導した防火対象物数）÷防火対象物数×100

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：立入検査回数 指標の求め方：立入検査を行った回数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

目的
(何のために実施する
のか）

一般住宅における火災発生時の早期発見、避難の迅速化、住宅火災による死傷者の減少を図る。 各種広報紙、ホームページ、家庭訪問、街頭啓発などによる広報活動を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内在住者 住宅用火災警報器の必要性について市民の理解が深まり、設置が促進される。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 住宅用火災警報器普及推進事業 平成23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－1 予防課予防係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

近年、住宅火災での死傷者が増加し、死傷者防止対策の一環として、平成18年6月に消防法が改正・施行され、新築住宅への住宅用火災警報器の設置が義務付けられた。また、既存の住宅については砂川地区広域消防組合火災予防条例におい
て平成23年5月までの設置が義務付けられたことから、既存の住宅への住宅火災警報器の設置率100％を目指し、普及活動を実施する。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 30 30 30 30 30 30 30 30 30

実績値 8 10 10

計画値 90.3 90.4 90.5 90.7 90.8 90.9 91.0 91.1 91.2

実績値 90.9 92.3 93.0

あまり達成されていない

上がっている

上がっている

総合評価 極めて良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の拡
大により街頭広
報等が実施出来
なかったが、Ｈ
Ｐや防火チラ
シ、防火防災協
力会による未設
置宅への住宅用
火災警報器支給
事業の効果で設
置率の向上と
いった成果が
あった。今後も
普及促進の広報
活動を継続し普
及率の向上、設
置世帯の適切な
維持管理のため
の広報活動を
行っていくこと
が重要である。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の拡
大により街頭広
報等人と接する
広報が実施出来
なかったがホー
ムページや防火
チラシ、防火防
災協力会による
未設置宅への住
宅用火災警報器
支給事業の効果
で設置率の向上
といった効果が
あった。今後も
普及促進の広報
活動を継続し普
及率の向上、設
置世帯の適切な
維持管理のため
の広報活動を
行っていくこと
が重要である。

自己分析：
新型コロナ感染
症が５類へ移行
したが、消防体
制維持のため人
と接する広報活
動は制限してい
る。現行として
ＨＰや市公式Ｌ
ＩＮＥ、防火チ
ラシによる広報
活動や住宅用火
災警報器の支援
事業の効果もあ
り設置率の向上
は見込めたが設
置義務化から１
０数年経過し住
警器の電池切れ
や不具合などの
懸念もあり、
「有効な住警器
の設置率向上」
を考慮した場合
対策が必要に
なってくる。

判断理由：
新型コロナウイ
ルスの感染拡大
及び感染防止対
策として、対人
の啓発活動の実
施は出来なかっ
たが、ホーム
ページや市公式
ＬＩＮＥを活用
し火災予防啓発
に努めてきた。
また、防火防災
協力会では対面
での研修会が実
施出来ないこと
から、住宅用火
災警報器支給事
業、エアゾール
式簡易消火器支
給事業を実施し
設置率の向上な
ど効果があっ
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：広報活動数 指標の求め方：広報活動回数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：警報器設置率 指標の求め方：警報器設置世帯数÷全警報器設置対象世帯数×100

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

30

25

成果指標１
（単位/％）

90.6

93.2

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
街頭広報の実施
の他、市内町内
会等における防
火教室におい
て、防火啓発及
び住宅用火災警
報器の普及啓発
活動に努めた。
また、現行のHP
や防火チラシ、
防火防災協力会
による未設置宅
への住宅用火災
警報器支給事業
等の効果で設置
率向上が図られ
た。今後も普及
促進の広報活動
を継続し普及率
の向上、設置世
帯の適切な維持
管理のための広
報活動を行って
いくことが重要
である。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
防火防災協力会による住宅用火災警報器支給事業は応募者多数によ
り抽選形式、エアゾール簡易消火器支給事業は先着順で配布、数日
間で配布完了する等好評であり、今後も予算の範囲内で継続してい
く方針である。また、防火支部長研修会などでも積極的に普及推進
を図りたい。広報分野ではホームページや市公式ＬＩＮＥを活用し
住宅用火災警報器の設置の呼びかけ、設置義務化から１０年以上経
過していることから交換を促す広報活動を継続していく。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(予算) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 145,900,000 145,900,000 0 145,900,000

0 126,700,000 126,700,000 0 126,700,000

0 0 0 0

26,467,000 26,467,000 154,100,000 154,100,000 0 180,567,000

0 0 132,564,751 132,564,751 0 132,564,751

0 0 0 0 0

26,894,000 26,894,000 0 0 26,894,000

0 0 5,249 5,249 0 5,249

0 0 0 0 0

0 0 53,361,000 53,361,000 300,000,000 0 300,000,000 0 0 0 0 0 353,361,000

0 0 0 0 259,270,000 0 259,270,000 0 0 0 0 0 259,270,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

目的
(何のために実施する
のか）

災害は多様化し被災者も在住者とは限らず地方におけるインバウンドへの関心の高まりや外国人労働者の流入により、
これまで皆無に等しかった外国人からの通報が散発している。また、各種コミュニケーションツールの急激な普及によ
り電話以外による通報手段への需要が高まっていることから確実に緊急呼を受報し、迅速な発災ポイントの特定により
災害や事故による被害の軽減を図るとともに日常における高い安全性と安心感を提供する。

ICTツール（通報通訳・文字情報相互通信システムやアプリケーション等）の随時更新。再任用職員及び会計年度任用職
員による専門化・専従化。現在導入している高度緊急通信指令システムの維持。新規通信会社参入への対応及び回線の
IP化対応。ツール等の費用対効果の検証と各種任用による事業費の総体的な経費の抑制。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内在住者(高齢者・避難行動要支援者を含む)・来訪者
市内在住者、来訪外国人や避難行動要支援者の被災時における被害の軽減。市内生活・来訪における高い安全性と安心
感の提供。まちへの信頼獲得。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 消防情報指令室高度化事業 令和５年度　～　令和５年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－2 救急通信課通信係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成24年に更新した消防情報指令台は、本体基盤や稼働を担うＰＣが長期間の通電稼働により劣化が進行する。故障により稼働停止となった場合は、緊急通報の受理に支障をきたすこととなり人命に直結することから、計画的に更新を要する
機材である。
令和元年度以降、重大な故障は回避してきているが軽微な故障や不具合が散見される状況。設置から10年を目安に更新の計画を進行する。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

長期計画に基づ
き当該年度に事
業実施（単年度
事業）

備品購入費
259,270,000円

実績との比較
（増減理由）

機器の状況から
延長使用可能と
判断し次年度持
越し。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 0 0 1 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0 0

計画値 0 0 1 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0 0

達成されていない

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
周辺機器の故障
やメインＰＣの
一時的なフリー
ズ等、現時点で
は軽微な修繕で
対応できる範囲
での不具合だ
が、計画的な更
新が必要である
状況であること
に変わりがない
と考える。更新
機種の選定や有
利な財源等に注
視し事前に事業
に備える必要が
ある。

自己分析：
周辺機器の故障
やメインＰＣの
一時的なフリー
ズ等、現時点で
は軽微な修繕で
対応できる範囲
での不具合だ
が、計画的な更
新が必要である
状況であること
に変わりがない
と考える。更新
機種の選定や有
利な財源等に注
視し事前に事業
に備える必要が
ある。

自己分析：
周辺機器の故障
やメインＰＣの
一時的なフリー
ズ等、現時点で
は軽微な修繕で
対応できる範囲
での不具合だ
が、計画的な更
新が必要である
状況であること
に変わりがない
と考える。更新
機種の選定や有
利な財源等に注
視し事前に事業
に備える必要が
ある。

判断理由：
適宜、軽微な修
繕を実施し万全
な通信体制を維
持しているもの
の、機器の経年
劣化は否めない
状況である。更
新機種の選定及
び財源等、早急
に方向性を決め
る必要がある。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：更新消防情報指令装置台数 指標の求め方：更新した消防情報指令装置の台数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：更新消防情報指令装置台数 指標の求め方：更新した消防情報指令装置の台数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/台）

0

0

成果指標１
（単位/台）

0

0

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
故障時の部品調
達に苦慮しなが
らも延命を繰り
返してきた。ま
た、アナログ回
線廃止に伴い一
部機器更新は不
可避であり、大
規模修繕に対す
る優遇される財
源も皆無なこと
から起債該当を
満たすシステム
全部更新がメ
リット多大であ
る。
上記事由からシ
ステム全部更新
事業を令和7年
度実施予定であ
る。なお、財源
のその他にあっ
ては、消防組合
を構成する3町
の負担金とな
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
新型コロナウイルス感染防止により消防体制維持が最優先事項と
なったため、外部との遮断や職員間の接触の回避を実施したことか
ら、指令台の更新事業へ着手できない状況となった。また、滝川地
区広域消防事務組合より指令台共同運用の打診があったことから、
検討・協議を重ね、検討会の解散まで更新事業を保留していた経緯
がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(予算) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

8,000,000 8,000,000 6,501,000 37,235,000 37,235,000 51,736,000

0 0 6,501,000 0 6,501,000

0 0 6,105,000 0 6,105,000

0 0 8,000,000 8,000,000 0 0 6,501,000 0 37,235,000 0 0 37,235,000 51,736,000

0 0 0 0 0 0 6,501,000 0 0 0 0 0 6,501,000

0 0 0 0 0 0 6,105,000 0 0 0 0 0 6,105,000

目的
(何のために実施する
のか）

消防庁舎が建築されて27年が経過し防水加工も経年劣化により効果が低下し雨漏りが発生することがあり、建物強度の
低下が懸念されるが、この事業において防水加工や屋根工事をする事により、万全の消防体制を維持し、住民サービス
の低下を防ぐ。

施工業者に実施してもらい定期的にメンテナンスを行い寿命を延ばす。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

消防庁舎屋上防水・屋根外壁。 万全な消防体制の維持、大規模修繕の回避。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 消防庁舎屋上防水・屋根外壁整備事業 令和５年度　～　令和５年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－2 警防課警防係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成4年建築の消防庁舎は、築30年が経過。屋上防水並び外壁に劣化が見受けられる。長寿命化を図るため、計画的なメンテナンスを要する状況。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 6,501,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 6,501,000

予算計上額 6,501,000

予算計上額 6,501,000

実　績　額 6,105,000

実　績　額 6,105,000

事業費予算の
内容

工事請負費

前年度予算と
の比較

（増減理由）

延命可能と判断
し実施計画を持
ち越していた
が、一部早急な
修繕箇所が確認
され実施。

実績との比較
（増減理由）

庁舎本体の現状
評価の結果、延
命可能と判断し
計画を次年度持
越しとした。

入札減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 0 0 1 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0 0

計画値 0 0 1 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0 0

達成されていない

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
外壁にあっては
外観上、軽度な
クラックは見ら
れるが剥離等は
無く、屋上防水
にあっても市内
専門業者の見分
調査により現段
階では浸水危機
の状況には無い
模様。早急な修
繕を要する状況
では無いが、経
過年数が長期に
渡っていること
から計画的に事
業を進める必要
がある。

自己分析：
外壁にあっては
外観上、軽度な
クラックは見ら
れるが剥離等は
無く、屋上防水
にあっても市内
専門業者の見分
調査により現段
階では浸水危機
の状況には無い
模様。早急な修
繕を要する状況
では無いが、経
過年数が長期に
渡っていること
から計画的に事
業を進める必要
がある。

自己分析：
庁舎外壁にあっ
ては外観上、軽
度なクラックは
見られるが剥離
等は無く、屋上
防水にあっても
市内専門業者の
見分調査により
現段階では浸水
危機の状況には
無い模様。早急
な修繕を要する
状況では無いと
判断したが、正
面玄関の大型庇
部分の内部に相
当量の浸水が確
認され、腐食等
による庁舎本体
への被害拡大が
懸念されること
から、当該部分
のみを抜粋した
修繕工事を令和
６年度に計上す
る。

判断理由：
当初の見込みよ
りも腐食や変
形、剥離等がみ
られず予算計上
に至らなかった
ものの、経年劣
化は顕著であ
り、引き続き市
内業者に定期的
な調査を依頼
し、万全な消防
体制の維持に努
める。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：改修消防庁舎数 指標の求め方：改修工事を行った消防庁舎数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：改修消防庁舎数 指標の求め方：改修工事を行った消防庁舎数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/棟）

0

1

成果指標１
（単位/棟）

0

1

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
正面玄関大型庇
部分にあっては
修繕工事が完了
した。他の庁舎
部分について、
外壁にあっては
外観上、軽度な
クラックは見ら
れるが剥離等は
無く、屋上防水
にあっても市内
専門業者の見分
調査により現段
階では浸水危機
の状況には無い
状況。早急な修
繕を要する状況
では無いが、経
過年数が長期に
渡っていること
から計画的に事
業を進める必要
がある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
職員による配管清掃、雑草除去等により凌いではいるものの雨漏り
が発生することもあり、防水及び建物強度の低下は引き続き懸念さ
れる状況である。万全な消防体制時のため、計画的に事業を進める
必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

新規(予算) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

11,587,000 11,587,000 0 15,000,000 15,000,000 26,587,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

18,700,000 15,600,000 34,300,000 5,000,000 30,000,000 35,000,000 20,000,000 26,000,000 10,000,000 19,000,000 75,000,000 144,300,000

0 42,400,000 42,400,000 0 0 42,400,000

0 41,100,000 41,100,000 0 0 41,100,000

14,100,000 14,100,000 5,000,000 30,000,000 35,000,000 20,000,000 19,000,000 39,000,000 88,100,000

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

4,229,000 34,000 4,263,000 0 0 4,263,000

0 25,000 25,000 0 0 25,000

0 37,500 37,500 0 0 37,500

0 37,029,000 27,221,000 64,250,000 10,000,000 60,000,000 70,000,000 40,000,000 41,000,000 10,000,000 38,000,000 129,000,000 263,250,000

0 0 42,425,000 42,425,000 0 0 0 0 0 0 0 0 42,425,000

0 0 41,137,500 41,137,500 0 0 0 0 0 0 0 0 41,137,500

目的
(何のために実施する
のか）

消防体制の充実及び強化を図り、水火災又は地震等の災害から市民の生命、身体及び財産を保護する。
災害を防除するとともに被害を軽減し、これによる傷病者の搬送を適切に行う。

検討委員会を随時開催し、車種、車両台数の増減を含む消防体制の増強・最適化を進める。
必要に応じ老朽車両・資器材の更新等を実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市内居住者、来訪・滞在者
水火災又は地震等の災害から市民の生命、身体及び財産を保護。
災害の防除と被害を軽減。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 消防車両更新・増強事業 令和３年度　～　令和12年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－2 警防課機械係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

砂川消防設立当初から、消防車両については消防の責務を遂行するため不可欠な資機材であり、耐用年数を経過した車両を中心に更新整備を行ってきた。また、建築物の多様化や地域特性等を考慮し、随時増強も行ってきた。
今後も市民の生命・財産を守ることを目的とし、消防体制の充実強化を図るため消防車両の適切な更新・整備を行う。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

高規格救急車１
台
備品購入費
　42,425千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

更新車両の見直
しによる減

増減なし
（更新車両予定
車両の延長使
用）

R4更新予定の大
型水槽車R6以降
へ延長
R5計画どおり高
規格救急車更新

高規格救急車整
備完了による減

令和７年度予算
計上なし（更新
延長のため）

実績との比較
（増減理由）

入札減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1 1 1 1 1 1 1 0

実績値 0 0 1

計画値 1 1 1 1 1 1 1 0

実績値 0 0 1

達成されていない

上がっていない

上がっていない

総合評価 普通である

自己分析：
更新予定であっ
た砂川2号車
（大型水槽車）
は大幅に更新予
定年数を超えて
いるが重大な故
障個所等は無
く、更新を見
送った。しか
し、劣化は進行
しており、可能
な限り早期の更
新が望ましい。

自己分析：
前年度と同事
由。
当該車両は配備
から３０年を超
えており、経年
劣化は明確であ
るが、車両本体
の状態、他の支
援車両の状況か
ら延長使用が可
能であると判断
した。
しかし、修繕の
際の部品調達に
苦慮する事態も
散見される。不
動となった場合
は地域の防災体
制に大きな不備
となる重要な車
両であることか
ら、車両本体の
現況を細かく把
握し、適格な更
新時期を判断し
たい。

自己分析：
当初更新予定で
あった大型水槽車
にあっては、前年
度同様経過年数に
よる劣化は見られ
るが、詳細な現車
確認、部品流通状
況等を考慮し更な
る延長使用可能と
判断した。しか
し、当年度本来予
定していた高規格
救急車は最も使用
頻度が高く、積載
救命資器材等の劣
化も著しいことか
ら更新を実施し
た。物価高騰によ
る車両本体並びに
資器材の高騰で、
当初計画額から大
幅に増額となった
が、最も地域の
ニーズの高い救急
サービスを高次元
で行える体制を整
備する事が出来
た。

判断理由：
活動・成果指標
上は計画値を下
回るものである
が、高額な更新
経費を要する消
防車両を延命使
用出来ると判断
したものであ
り、主目的であ
る地域の防災体
制の維持の計画
に支障が出てい
るものではな
い。
適格な更新時期
を見誤らないよ
う、日常的に細
かな維持管理を
行い、車両本体
の状態に注視し
たい。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：消防車両更新等台数 指標の求め方：更新及び増強した消防車両の台数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：消防車両更新等台数 指標の求め方：更新及び増強した消防車両の台数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/台）

1

0

成果指標１
（単位/台）

1

0

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
更新予定であっ
た大型水槽車に
ついては、更新
時期を大幅に超
えているが、経
過年数に対して
消防車両の特性
上、走行距離が
短く、機関部に
問題はないが、
外装・付属品等
に経年劣化が散
見される。R6年
度に夏タイヤを
更新し延長使用
を図っている。
各車両とも更新
時期を迎えてい
るが、車両ポン
プ、積載小型ポ
ンプの保守点検
を実施、災害対
応に支障が無い
よう点検整備を
図りながら計画
的に更新を図
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
配備から既定の経過年数を迎える緊急車両の更新を計画している
が、車両の状態を把握し、使用頻度や防災体制上の位置づけ等を考
慮し、逐一更新時期の調整を行う方向性である。
令和４年度更新計画であった「大型水槽車」にあっては延命使用可
能であると判断し更新延期、令和５年度は当初計画どおり「高規格
救急車」を更新することとしている。
令和６年度以降も更新を延期した車両、更新を迎える車両共に現況
を精査して判断する。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(予算) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

444,000 484,000 928,000 829,000 829,000 0 1,757,000

444,000 869,000 0 1,313,000 0 0 1,313,000

443,300 834,900 0 1,278,200 0 0 1,278,200

444,000 0 484,000 928,000 0 829,000 829,000 0 0 0 0 0 1,757,000

444,000 869,000 0 1,313,000 0 0 0 0 0 0 0 0 1,313,000

443,300 834,900 0 1,278,200 0 0 0 0 0 0 0 0 1,278,200

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

ほぼ同額 入札減 Ｒ4事業実施済
み及びＲ5事業
計画無しのため
減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

船外機1基更新
トーハツ
MFS20E-L

隊員用入水装備
更新
ドライスーツ等
乗船隊員5名分

R5計画事業をR4
に繰上実施した
ことにより減

実　績　額 0

事業費予算の
内容

備品購入費
　444,000円

備品購入費
　869,000円

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

多発する集中豪雨による災害及び管轄する1級河川である石狩川や遊水地での災害に対応するため、入水活動用のドライスーツ等の乗船隊員装備品並びに船外機、ゴムボート本体の更新を計画する。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

水難事故・水害への対応に係る資器材の充実強化を図る。 現在使用中の資器材について上体を詳細に観察し適切な更新を継続する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

一般市民、来訪者等 水難事故・水害への対応強化。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 水難・水害救助資器材更新事業 令和３年度　～　令和８年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－2 警防課消防係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1 0 1 0 1 0 0 0 0

実績値 1 1 0

計画値 1 0 1 0 1 0 0 0 0

実績値 1 1 0

達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 極めて良好である

自己分析：
約30年間使用し
た船外機、不調
箇所の修理部品
入手困難とな
り、トーハツ社
製の同程度出力
機種に更新。性
能向上並びに起
動時間等の短縮
等により災害対
応力の向上に繋
がった。

自己分析：
１０年間使用し
たドライスーツ
は修繕した場合
も新規購入と同
等の費用がかか
ることから、計
画時期よりも早
期に更新。安全
性及び性能の向
上により水害水
難対応力の向上
に繋がった。

自己分析：
令和５年度実施
予定であったド
ライスーツ更新
計画を備品の現
状を鑑み令和４
年度に前倒しで
実施したことに
より、地域の防
災体制に不備無
く万全を期する
事が出来た。
令和８年度に予
定しているボー
ト本体の更新に
あっても、現況
を的確に判断
し、防災体制に
不備を生じさせ
ないことが重要
であると考え
る。

判断理由：
第１次実施計画
により船外機、
ドライスーツが
整備され、近年
全国的に多発し
ている豪雨や風
水害に対し、隊
員の安全性及び
災害時における
水害水難対応力
の向上に繋がっ
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
令和8年度に予
定されている
ボート本体の更
新にあっても現
況を的確に判断
し、防災体制に
不備を生じさせ
ないことが重要
であると考え
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
安全性の高い資器材を使用することにより、隊員に対し安心感が与
えられ、作業効率や活動内容が向上し、災害対応に集中することが
出来る。資器材は経年劣化し、安全性が低下していくことから、今
後も継続して安全性の確保をすることで災害時に万全を期する事が
出来ると考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/基）

0

0

成果指標１
（単位/基）

0

0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：水難救助資機材更新数 指標の求め方：更新した水難救助資機材の数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：水難救助資器材更新数 指標の求め方：更新した水難救助資器材の数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,300,000 1,300,000 1,300,000 3,900,000 1,200,000 1,200,000 3,600,000 1,200,000 1,200,000 1,200,000 1,200,000 4,800,000 12,300,000

1,300,000 1,200,000 1,300,000 3,800,000 1,200,000 2,400,000 0 6,200,000

1,200,000 1,200,000 1,100,000 3,500,000 1,000,000 0 4,500,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

23,000 23,000 23,000 69,000 39,000 39,000 117,000 39,000 39,000 39,000 39,000 156,000 342,000

23,000 93,000 28,000 144,000 73,000 112,000 0 256,000

3,400 11,000 40,700 55,100 87,900 0 143,000

1,323,000 1,323,000 1,323,000 3,969,000 1,239,000 1,239,000 3,717,000 1,239,000 1,239,000 1,239,000 1,239,000 4,956,000 12,642,000

1,323,000 1,293,000 1,328,000 3,944,000 1,273,000 0 2,512,000 0 0 0 0 0 6,456,000

1,203,400 1,211,000 1,140,700 3,555,100 0 0 1,087,900 0 0 0 0 0 4,643,000

目的
(何のために実施する
のか）

消防体制の充実及び強化を図る。 水利不足地域に消防水利の基準に応じて、計画的に消火栓を設置する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内の消防水利不足地域。 消防水利不足地域における水利が確保される。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 消火栓設置事業 平成23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－2 警防課消防係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

消防水利については、火災の発生時に速やかに消火活動を行えるよう配置を行ってきた。平成12年に改正された「消防力の基準」によると、当市の既存消防水利数は基準数に達しておらず、不足地域へ計画的な新設を要する。
なお、エリア的に重複している老朽化した箇所や、住宅地の変遷等により不要となった箇所は、改修せず撤去してくことも考慮する。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額 1,200,000

実　績　額 1,000,000

実　績　額

地 方 債 計　画　額 1,200,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 39,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 1,239,000

予算計上額 1,239,000

予算計上額 39,000

実　績　額 87,900

実　績　額 1,087,900

事業費予算の
内容

消火栓新設委託
料
　1,102,200円
本体備品購入費
　　220,000円

消火栓新設委託
料
　1,067,000円
本体備品購入費
　　220,000円

消火栓新設委託
料
　1,080,000円
本体備品購入費
　　248,000円

消火栓新設委託
料
　986,000円
本体備品購入費
　253,000円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

設置位置の工事
区分の差異
消火栓本体価格
変動

設置位置の工事
区分の差異

設置位置及び
消火栓本体単価
の違い

設置位置及び
消火栓本体単価
の違い

設置位置及び
消火栓本体単価
の違い

消火栓新設委託
料
　1,009,000円
本体備品購入費
　264,000円

実績との比較
（増減理由）

委託料の減 見積り減 見積り減 見積り減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 313 314 315 317 318 319 320 321 322

実績値 312 313 314

計画値 75 76 76 77 77 78 78 78 78

実績値 72 72 72

ほぼ達成されている

少し上がっている

上がっている

総合評価 普通である

自己分析：
水利不足地域に
新たに消火栓を
整備することは
計画的に達成で
きており、充足
率を上げること
により当該地域
の火災発生に万
全を期すること
が出来る。

自己分析：
新たに水利不足
地域に消火栓１
基を計画的に整
備し、当該地域
の火災発生に万
全を期する事が
出来る。

自己分析：
新たに水利不足
地域に消火栓１
基を計画的に整
備し、当該地域
の火災発生に万
全を期する事が
出来る。

判断理由：
充足率について
は横ばいである
が、消火栓自体
の信用度は格段
に上がってお
り、設置場所に
あっても市内住
宅密集地の変動
等の情勢に合わ
せ、更新整備出
来ている。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：消防水利数 指標の求め方：消火栓数＋防火水槽数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：消防水利充足率 指標の求め方：水利数÷基準水利数×１００

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/基）

316

314

成果指標１
（単位/％）

77

72

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
新たに水利不足
地域に消火栓1
基を計画的に整
備し、当該地域
の火災発生に万
全を期する事が
出来る。
消火栓1基が新
設となったが、
既設防火水槽1
基が使用廃止と
なったため、市
内水利総数は前
年度同数とな
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
目に見える充足率の向上は図れなかったが、水利不足地域に対し新
たな消火栓を計画的に設置する事が出来、また老朽化している消火
栓に関しても計画的に整備されていることから、今後も継続するこ
とで災害時の不測の事態を回避し、万全を期する事が出来る。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 330,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 66,000 0 165,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 0 132,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 330,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 0 66,000 0 0 0 0 0 165,000

33,000 33,000 33,000 99,000 0 0 33,000 0 0 0 0 0 132,000

目的
(何のために実施する
のか）

救命率の向上に直結する救命講習の普及・拡充の為に、各事業所や教育機関、町内会等の地域自治組織への積極的な広
報活動を実施し、二人に一人の市民が有効なバイスタンダーCPRの担い手となることを目標に掲げ、恒常的かつ有効的な
救命の連鎖を図る。

砂川消防内各種団体、地域奉仕団体、地域自治組織の総会時等における普及広報活動。
広報誌や地方紙、HPを利用した宣伝活動及び、市内事業所へのチラシ・ポスター配布。
市内教育機関、高齢者福祉施設を対象とした、直接的な受講促進活動。
再任用職員・会計年度任用職員の登用

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市在住者、各事業所、教育機関、高齢者福祉施設
多数の地域住民が救命講習を受講することにより、救命率向上に大きく寄与する心停止初期での有効なバイスタンダー
CPRが可能となる他、具体的な受講者数増加をPRし、救命率の高い魅力あるまちとして地域住民に安心と信頼を提供でき
る。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 救命講習拡充事業 平成23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－5－3 救急通信課救急係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

　昭和43年に砂川市救急業務規定が制定され、本格的に救急業務を行ってきた。それに伴い救命講習も随時行ってきたが、平成17年に「応急手当の普及活動の推進に関する要綱」が制定されたことにより、早期の応急手当が救命率の一層向上
に繋がるとされ、一般市民・事業所・学校・町内会等への応急手当の普及活動を積極的に行い、救命率の向上を図ってきた。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 33,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 33,000

予算計上額 33,000

予算計上額 33,000

実　績　額 33,000

実　績　額 33,000

事業費予算の
内容

救命講習開催用
消耗品費

救命講習開催用
消耗品費

救命講習開催用
消耗品費

救命講習開催用
消耗品費

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同様 前年度同様 前年度同様 前年度同様 前年度同額

救命講習開催用
消耗品費

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 30 30 30 30 30 30 30 30 30

実績値 1 3 11

計画値 650 650 650 650 650 650 650 650 650

実績値 31 182 181

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

総合評価 問題がある

自己分析：
令和2年1月中旬
から新型コロナ
ウイルスの感染
拡大防止のため
昨年に引き続き
全ての救命講習
を実施可能な時
期まで延期とし
たが、石山中学
校で非接触型に
てＷＥＢを活用
した救急入門
コースを実施。
学校は教室や体
育館等の広い部
屋やネット環境
が整っているた
め開催すること
は出来たが、事
業所は環境整備
が出来ずに開催
を見送った。感
染拡大状況にも
よるが、少人数
に限定する等の
措置を講じて今
後少しずつでも
再開し救命率向
上に繋がるよう
に実施したい。

自己分析：
令和２年１月中
旬から新型コロ
ナウイルスによ
る感染拡大防止
のため昨年に引
き続き全ての救
急講習を実施可
能な時期まで延
期としたが、石
山中学校令和４
年度で閉校とな
ることから体育
館で距離を取り
換気を実施し救
急入門コースを
実施。その他札
医大の医師を招
いて薬物乱用・
脳卒中について
の講義を実施し
た。砂川高校・
建設協会につい
ては接触しての
実技指導は行わ
ずに救急講話と
して１１９番通
報のやり方や心
肺蘇生法につい
ての講話を実
施。

自己分析：
新型コロナウイ
ルスが５類に移
行したことによ
り人数制限や健
康管理チェック
シートの提出に
ご理解いただけ
る事業所及び個
人に対する救命
講習の受入れを
再開した。応急
手当優良事業所
に認定されてい
る事業所からは
すぐに問合せが
あり講習を実施
し知識及び技術
の再確認を行
い、優良事業所
認定証の更新を
行うことが出来
た。今後も継続
して救命率向上
に繋がるように
実施していきた
い。

判断理由：
新型コロナウイル
ス感染拡大によ
り、対面での講習
が出来ずに全ての
救急講習を中止に
した。事業所から
の講習依頼は多々
あったが消防の勤
務体制の維持や高
齢者施設へのウイ
ルス持込を防ぐた
めに苦しい判断で
あった。しかし、
救急講習として終
了証の発行は出来
ないがネット環境
が整っている学校
関係にはリモート
での救急入門コー
スを開催、接触は
しないように救急
講話という形で出
来る範囲で模索し
たが、令和４年度
中は３回の実施に
留まったため問題
があると判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：救命講習 指標の求め方：普通救命講習、上級救命講習、救命入門コースの実施回数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：救命講習受講者 指標の求め方：普通救命講習、上級救命講習、救命入門コースの実施者数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

30

17

成果指標１
（単位/人）

650

217

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
新型コロナウイ
ルスによる制限
を解除し、救急
講習を10回、普
通救命講習Ⅰを
7回実施し延受
講者数は217名
であった。
その他、2つの
事業所に応急手
当優良事業所認
定の更新を行い
救命の知識及び
技術の再確認を
行った。
また、令和2年
度事業廃止によ
り市内に無かっ
た患者等搬送事
業の新規申し込
みにより基礎講
習及び認定審査
を実施し認定証
を交付した。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
新型コロナウイルスが５類に移行したことにより、救急講習を再開
した。健康チェックシートの提出や一度に講習可能な人数に制限を
かけて広いスペースで開催できることを条件に実施しているが、講
習希望の問い合わせも増えてきていることから今まで開催すること
の出来なかった事業所から順次講習を行っている。今後も継続して
コロナ禍以前の取組を実施していくことから、現状のまま継続とし
た。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)


